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新潟県の概要

90,429
億円

（全国第15位,R4年）

【総人口】

【総 面 積】

【県内総生産】（名目）

【製造品出荷額等】

【農業産出額】

6,667
Km

（全国第2位, R4年）

【道路延長】（国県道）

【河川延長】（1,2級）

210
万人

（全国第15位, R6年）

12,584
Km

（全国第5位,R6年）

2,281億円
（全国第14位, R5年）

2

54,667
億円

（全国第26位,R5年）

5,174
km

（全国第2位, R6年）
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新潟県のあれこれ全国ベスト3

第1位第1位

最長河川
（信濃川）

367km （令和5年4月30日）

第2位 / 利根川 322km
第3位 / 石狩川 268km

国土交通省水管理・国土保全局
水政課「河川管理統計」

清酒製造
免許場数

101場
（令和5年3月31日）

国税庁「国税庁統計年報」

新幹線駅数

7駅 （令和6年3月31日）

第1位 / 岩手県 7駅
第3位 / 静岡県 6駅

県統計課調べ

米の
産出額

1,319億円 （令和4年）

第2位 / 北海道 1,067億円
第3位 / 秋田県 852億円

農林水産省大臣官房統計部
「生産農業所得統計」

第2位 / 兵庫県 90場
第3位 / 長野県 85場

重要有形民俗
文化財指定
件数（国指定）
17件 （令和6年10月1日）

第2位 / 石川県 14件
岐阜県 14件

文化庁「国宝・重要文化財等都道府県別指定件数一覧」

切餅・包装餅
の出荷額

277億円 （令和4年）

総務省・経済産業省｢2023年経済構造実態調査｣

石油ストーブ
の出荷額

432億円 （令和4年）

えだまめ
作付面積

1,410ha （令和5年）

第1位 / 山形県 1,410ha
第3位 / 北海道 1,270ha

農林水産省大臣官房統計部「指定野菜（秋冬野菜等）及び
指定野菜に準ずる野菜の作付面積、収穫量及び出荷量」

チューリップ
（切り花）
産出額

7億円 （令和4年）

農林水産省大臣官房統計部「生産農業所得統計」

原油の
生産量

275,292kℓ（令和4年）

経済産業省大臣官房調査統計グループ
「経済産業省生産動態統計」

水産練製品
の出荷額
※魚肉ハム・ソーセージを除く

342億円 （令和4年）

第2位 /兵庫県 295億円
第3位 /山口県 253億円

総務省・経済産業省｢2023年経済構造実態調査｣

ニット製
女子セーター
他の出荷額

90億円 （令和4年）

第2位 / 大阪府 48億円
第3位 / 山形県 38億円

総務省・経済産業省｢2023年経済構造実態調査｣

天然ガスの
生産量

1,603,084千㎥ （令和4年）

経済産業省大臣官房調査統計グループ
「経済産業省生産動態統計」

米菓の
出荷額

1,592億円 （令和4年）

第2位 / 栃木県 176億円
第3位 / 埼玉県 175億円

経済産業省「経済センサス - 活動調査」

金属洋食器
の出荷額

131億円 （令和4年）

総務省・経済産業省｢2023年経済構造実態調査｣

清酒
消費数量
（20歳以上1人当たり）

8.3ℓ （令和4年）

第2位 / 秋田県 6.9ℓ
第3位 / 山形県 6.1ℓ

国税庁「国税庁統計年報」

きりもち

みんぞく

第2位 / 埼玉県 4億円
第3位 / 富山県 3億円

第1位第3位

清酒（濁酒を含む）

の出荷額

419億円 （令和4年）

総務省・経済産業省｢2023年経済構造実態調査｣

伝統的工芸品
指定品目数（国指定）

16品目
（令和5年10月26日）

第1位 / 東京都 22品目
第2位 / 京都府 17品目
第3位 / 沖縄県 16品目

経済産業省「伝統的工芸品指定品目一覧」

温泉地の数
（宿泊施設のある）

142か所
（令和5年3月31日）

第1位 / 北海道 230か所
第2位 / 長野県 194か所

環境省自然環境局「温泉利用状況」

にごりざけ

第1位 / 兵庫県 802億円
第2位 / 京都府 424億円

第1位第2位

西洋なし
出荷量

1,360t（令和5年）

第1位 / 山形県 11,700t
第3位 / 青森県 1,240t

農林水産省大臣官房統計部「西洋なし、かき、くり
の結果樹面積、収穫量及び出荷量」

高速自動車道の開通
延長

440km
（令和5年3月31日）

第1位 / 北海道 788km
第3位 / 福島県 413km

全国高速道路建設協議会「高速道路便覧」

栽培きのこ類の
産出額

418億円（令和4年）

第1位 / 長野県 487億円
第3位 / 福岡県 106億円

農林水産省大臣官房統計部
「林業産出額」

耕地面積

167,200ha
（令和5年7月15日）

第1位 / 北海道 1,141,000ha
第3位 / 茨城県 159,400ha

農林水産省大臣官房統計部「面積調査」

重要無形民俗文化財
指定件数（国指定）

13件 （令和6年10月1日）

第1位 / 秋田県 17件
第3位 / 岐阜県 静岡県

愛知県 鹿児島県 12件
文化庁「国宝・重要文化財等都道府県別指定
件数一覧」

自然公園
面積

317,406ha
（令和6年8月8日）

第1位 / 北海道 1,022,400ha
第3位 / 長野県 278,582ha

環境省自然環境局「自然公園都道府県別面積総括」

みんぞく

総務省・経済産業省｢2023年経済構造実態調査｣



朝日まほろばIC
朝日三面IC

村上山辺里IC
村上瀬波温泉IC

神林岩船港IC

坂町

新発田

中条IC

岩船港
日本海東北自動車道

荒川胎内IC

聖籠新発田IC

津川IC

三川IC

安田IC
新津IC

新津西スマートIC
新潟中央IC

両津港

佐渡空港

小木港 新津

東三条

吉田
弥彦

磐越自動車道

長岡

豊栄新潟東港IC

新潟東港新潟東スマートIC

新潟
空港

豊栄スマートIC

新潟亀田IC新潟中央JCT
新潟

新潟西IC
黒埼スマートIC

巻潟東IC

燕三条

長岡北スマートIC

栄スマートIC

中之島見附IC

三条燕IC

小出

越後川口

宮内

越後湯沢

ガーラ湯沢

六日町

湯沢IC

塩沢石打IC

浦佐

六日町IC

魚沼IC
大和スマートIC

長岡JCT

長岡IC

柏崎IC

西山IC
柏崎

米山IC

北陸自動車道

柿崎IC
大潟スマートIC

高田

上越妙高

妙高高原

上信越自動車道

妙高高原IC

市振

親不知IC

糸魚川

能生IC

名立谷浜IC
直江津

中郷IC

新井スマートIC

上越高田IC

糸魚川IC

上越IC
十日町

上越新幹線（東京～新潟）
関越自動車道

堀之内IC
越後川口IC

小千谷IC

犀潟

小木～直江津

新潟～敦賀

新潟～両津

粟島港

粟島～岩船

新潟～小樽
新潟～秋田～苫小牧

北陸新幹線
（東京～金沢）

上越JCT

JR線

高速自動車道
（ 未供用区間）

新幹線

日本海ひすいライン

妙高はねうまライン

ほくほく線

公共交通網

上海

ハルビン

ソウル

台北
沖縄

福岡 名古屋

札幌

5

新潟県の交通ネットワーク

定期航空路

※運休中の路線は除く

（令和7年8月現在）

高速自動車道

鉄道

新潟西ICへのアクセス

新潟駅へのアクセス

東京（練馬IC） 3時間30分（300㎞）

名古屋（名古屋IC） 5時間30分（460㎞）

大阪（吹田IC） 7時間（580㎞）

東京駅 約2時間（最速1時間29分）

名古屋駅 約3時間40分

新大阪駅 約5時間

新潟空港IC

長岡南越路スマートIC

（令和7年8月現在）

大阪

胎内スマートIC

神戸



新潟県の財政状況について
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歳出充当一般財源

「行財政改革行動計画」（R1～R5）に基づく取組

7

決算額（一般財源ベース）の推移これまでの収支改善額(R５年度当初予算まで）

年度

―

－

－

(億円)

▲115

▲53

＋73 ＋12

(当初予算)

収支不足額

収支改善額
(対前年度)

収支改善
累計額

（対R元年度）

▲234億円 ▲105億円 ▲70億円 ▲40億円

129億円 35億円 30億円 40億円

129億円 164億円 194億円 234億円

Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

(年度)

○ 令和４年度末に財源対策的基金等の枯渇が見込まれるなど危機的な財政状況であったことを踏まえ、令和元年10月に「新潟県

行財政改革行動計画」を策定し、聖域を設けることなく、あらゆる分野において歳出歳入改革を推進

（計画期間：令和元年度～令和５年度）

○ これまでの取組により、令和５年度当初予算までに234億円の収支改善を図り、行動計画で目標とした大規模災害に備えるため

の財源対策的基金230億円を確保するとともに令和５年度の収支均衡を達成

〇 行動計画に代わる令和６年度以降の行財政運営の基本的な考え方について、令和５年10月に「新潟県行財政基本方針」を策定

○ 今後は、これまでに改善を図った財政状況を堅持しつつ、本県の様々な政策課題に着実に対応していくため、引き続き持続可能

な財政運営の実現に向けて取り組んでまいります

＋101



「新潟県行財政基本方針」（R6～R10）のポイント
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● 今後の中長期的な財政運営の課題：令和13年度の公債費の実負担のピーク

① 令和11年度以降、公債費の実負担のピークに伴い基金の取崩を見込む

② 実質公債費比率が18%以上（起債許可団体）の状態

１ 今後の財政運営の課題

２ 今後の行財政運営の目標

● 令和13年度の公債費の実負担のピークに備えつつ、本県の様々な政策課題へ着実に対応していくための今後の行財政運営の目標

① 大規模災害等の不測の財政需要に備えた財源対策的基金230億円の確保

② 令和10年度末時点で、公債費の実負担のピークに備え必要となる県債管理基金の確保

③ 実質公債費比率の改善（令和20年度に18%未満）

④ 将来負担比率の改善（実質公債費比率と連動し260%未満となるが、更なる低下を目指す）

⑤ 簡素で効率的な行政体制の構築

● 中期財政収支見通しを年２回ローリングし、財政状況の推移を見極めつつ、毎年度の予算編成過程において健全な財政運営を確保

３ 基本方針の体系等

 
 
 

中期財政 

収支見通し 

 

  

公債費負担 

適正化計画 

 

  

当初予算 

編成ﾌﾚｰﾑ 

 

 

改
訂 

改
訂 

改
訂 

 

９月 2 月 

新年度予算編成 
フレーム 

新年度当初 
予算案公表 

フ
レ
ー
ム 

最新の経済動向等を踏

まえ、収支見通しを改訂 

決算等を踏まえた実質
公債費比率等の推計 

中期収支等を踏まえた

予算編成方針 

予
算
案 
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中期的な財政収支見通し（R7.9改訂）

中期財政収支見通し（R7.9改訂）

令和６年度決算や令和７年度交付税決定、最新の経済指標等を反映して今後の財政収支見通しを再計算しました。

令和８年度以降は大規模災害等に備えるための財政調整基金230 億円を確保するとともに、県債管理基金（公債費調整

分）を取り崩していくことで、令和13 年度の公債費の実負担のピークに対応することができる見通しとなっています。

なお、令和６年能登半島地震への対応等により、令和６年度に財政調整基金を一時的に取り崩しましたが、令和７年度には

災害対応に係る国の財政措置等を踏まえ積み戻すことを見込んでいます。

今後の経済情勢や国の動向等によっては収支が大きく変動することも想定されることから、引き続き堅実に収支を見通しな

がら、持続可能な財政運営の実現に向けて取り組んで行くことが必要です。

（単位：億円） 財政調整基金 県債管理基金（公債費調整分）

・ ・ ・ ・ ・

県債管理基金（公債費
調整分）については、

公債費の実負担のピー
クを乗り越えるために
ほぼ全て活用見込み

9



R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20

（※R7.9時点）
実質公債費比率 ＝

その年の公債費の実負担

県がその年に自由に使える財源

実質公債費比率とは、県税や地方交付税といった県がその年に自由に使える財源のうち、公債費の実負担（借入金の返済に
使わなければならない額）が占める割合を表す指標です。
実質公債費比率が18%以上になると「起債許可団体」へ移行することとなり、県債を発行する際に国の許可が必要となるととも
に、「公債費負担適正化計画」の策定が義務付けられます。
令和4年度決算に基づき算定した実質公債費比率が18%以上となったため、本県は起債許可団体に移行しました。
本県では、行財政改革行動計画策定時の見通しにおいて、令和4年度決算で実質公債費比率が18%以上となることが見込ま
れていたため、令和2年3月に前倒しで「公債費負担適正化計画」を策定し、毎年度改訂しており、引き続き、計画を着実に遵守
し、公債費負担の抑制に取り組んでまいります。

実質公債費比率の将来推計

10

「公債費負担適正化計画」（R7.9更新）

18.0%

起債許可団体への移行基準

18.2%
（R4実績）

17.9%

令和4年度決算で18%以上となり、
本県は起債許可団体に移行 18.6%

（R6実績）



歳入 歳出

一般会計決算額の推移

（単位：億円）
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7,128
54.6%

5,946
45.4%

地方交付税
2,686
20.5%

国庫支出金
1,668
12.8%

県債
2,193
16.8%

地方譲与税等
581

4.5%

諸収入
1,017
7.8%

県税
2,921
22.3%

地方消費税清算金
1,157 
8.9%

使用料・手数料等
851

6.4%

12

一般会計歳入決算（令和6年度）の状況

自主財源

6,193億円（45.7%）

5,946億円（45.4%）
法人事業税や地方消費税等の増により県税収入が増加した一

方、諸収入の減により、自主財源の割合は昨年度に比べ0.3ポイ

ント減少

令和5年度

令和6年度

県債

2,401億円（17.7%）

2,193億円（16.8%）
借換債の減等により、県債の割合は昨年度に比べ0.9ポイント

減少

令和5年度

令和6年度

（単位：億円）

依存財源

自主財源 歳 入

1兆3,564
億 円

歳 入

1兆3,074
億 円



消費的経費
6,450
50.0%

投資的経費
1,912
14.8%

その他経費
4,540
35.2%

人件費
2,343
18.2%

補助費等
3,428
26.6%

扶助費
78

0.6%
物件費

324
2.5%

維持補修費
277

2.1%

普通建設事業費
1,795
13.9%

災害復旧費
117

0.9%

公債費
2,856
22.1%

金融的経費
812

6.3%

繰出金
458

3.6%

積立金等
414

3.2%

13

一般会計歳出決算（令和6年度）の状況

公債費等の減少の一方、給与改定及び臨時削減の終了に伴

う職員給与費の増及び退職手当の増等により人件費が増加し、

義務的経費は昨年度から増加

義務的経費の状況

投資的経費の状況

令和6年度

人件費：2,150億円

扶助費： 88億円

公債費：2,995億円

人件費：2,343億円 （＋9.0%）

扶助費： 78億円 （▲11.3%）

公債費：2,856億円 （▲4.7%）

令和5年度

合計 5,233億円 合計 5,277億円 （＋0.8%）

令和6年度

普通建設：2,021億円

災害復旧： 130億円

注：公債費には県債管理特別会計繰出分（元金・利子）を含む

普通建設：1,795億円 （▲11.1%）

災害復旧： 117億円 （▲10.6%）

令和5年度

合計 2,151億円 合計 1,912億円 （▲11.1%）

（前年度比）

（前年度比）

（単位：億円）

歳 出

1兆2,902
億 円



令和７年度当初予算のポイント

R6比 ▲237億円（▲1.8%） R6：1兆2,872億円一般会計の予算規模 1兆2,635億円

14

県民生活や県内経済が直面する足元の課題への対応

本県の持続的な成長・発展と将来の人口定常化に向けた、「住んでよし、訪れてよしの新潟県」を実現するための重点政策の積極的
な推進

「住んでよし、訪れてよしの新潟県」の実現に向けた主な政策

■ 長期化する物価高の影響を受ける事業者等への支援

子育てに優しい社会の実現

持続可能で暮らしやすい
地域社会の構築

高い付加価値を創出する
産業構造への転換

国際拠点化と
戦略的な海外展開・交流促進

脱炭素社会への転換

デジタル改革を通じた
生産性向上や社会課題の解決等

「 住 ん で よ し 、 訪 れ て よ し の 新 潟 県 」 の 実 現
～ 国内外の人や企業に選ばれる新潟 ～



消費的経費
6,449
51.0%

投資的経費
1,330
10.5%

その他経費
4,856
38.5%

人件費
2,243
17.8%

補助費等
3,531
27.9%

扶助費
81

0.6%
物件費

348
2.8%

維持補修費
246

1.9%

普通建設事業費
1,233
9.7%

災害復旧費
97

0.8%

公債費
2,799
22.2%

金融的経費
1,470
11.6%

繰出金
438

3.5%

積立金等
149

1.2%

依存財源
6,202 
49.1%

自主財源
6,433 
50.9%

地方交付税
2,496 
19.8%

国庫支出金
1,307 
10.3%

県債
1,896 
15.0%地方譲与税等

503 
4.0%

諸収入
1,660 
13.1%

県税
2,911 
23.0%

地方消費税清算金
1,219 
9.7%

使用料・その他
643 

5.1%
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1兆2,635億円
（前年度比 ▲1.8%、▲237億円）

1,233億円
（前年度比 ▲ 2.1%）

97億円
（前年度比 ▲43.2%）

2,243億円
（前年度比 ▲2.0%）

予算総額1 投資的経費2 人件費3
普通建設事業費 災害復旧事業費

令和７年度一般会計当初予算

歳 出

1兆2,635
億円

歳 入

1兆2,635
億円

（単位：億円） （単位：億円）



令和７年度当初予算の重点施策

若者・女性・子育て世代にとって魅力ある地域づくり

女性にとって魅力ある新潟の実現拡

● 「えるぼし認定」件数割合は本県が全国５位

● １位を目指して県内の女性活躍を強力に推進
するため、現行のハッピー・パートナー制度を見
直すとともに、環境整備のための補助金を創設

大学と企業が連携した人材育成確保支援新

● 学生・県内企業・県内大学の交流拠点「SANKAKU」の
開設を支援。学生が企業と直接つながる機会を創出

スタートアップ成長支援事業新

● 本県の学生発の起業件数は全国８位

● アーリー段階のスタートアップの成長に向け、首都圏等
のリソース（資金・人材）の呼び込み

女性活躍に関する
厚生労働省認定制度

「えるぼし」

国のこども未来戦略等と歩調を合わせ、市町村や民間団体等と連携し、経済的支援、結婚支援及び子育て環境整備に係る効果的
な施策を実施することにより、子育てに優しい社会を実現します。また、若者や女性が活躍できる地域づくりを推進し、東京圏等の若
者や子育て世帯の更なる呼び込みなど、地方への人の流れの創出・拡大を図ります。

子育てに優しい社会の実現子育てに優しい社会の実現

若者や女性に選ばれる新潟の実現

ライフステージに合わせた切れ目のない支援

子育て応援プラス

日常生活等の様々な
場面で子育てを後押し

・ 県立図書館内の託児施設
「こむすびルーム」の運営

・ 文化施設等における「親子
ふれあいデー」の設定 など

放課後児童クラブ等支援交付金新

● 放課後児童クラブ等のサービス拡充

にいがた安心こむすび住宅推進事業

● 子育てしやすい住宅の普及促進

新潟県こむすび定期事業

● 出生時に定期預金計10万円分を支給

「出会いの一歩・縁結び」応援プロジェクト拡

● 若者の自然な出会いの機会の創出、ライフデザインを考え
る場の提供、フルパッケージでのプロモーションなど、多方面
から出会いを応援

16



令和７年度当初予算の重点施策

17

県内どこに住んでいても適切な医療サービスが受けられる体制や持続可能な地域の移動手段を確保するとともに、地域の暮らし
と経済が維持できるよう、多様な人材の育成・確保を図ります。

持続可能で暮らしやすい地域社会の構築持続可能で暮らしやすい地域社会の構築

住み慣れた地域で安心して生活できる社会

地域の暮らしと経済活動の維持・発展

物流ネットワーク効率化支援事業新

● 物流の中継輸送、共同配送等の推進

「棚田みらい応援団」マスコットキャラクター

「棚田みらいちゃん」

外国人材の受入・定着のための総合対策新

● 外国の日本語教育施設でのPR、外国人労働者への日
本語学習支援の促進など総合的に受入れ
を推進

地域おこし協力隊の活用促進

● 県版地域おこし協力隊の増員や定着に向けた支援

「棚田県」新潟 日本一の魅力満喫事業新

● 本県の「つなぐ棚田遺産」の数は全国１位

● 「棚田日本一」の魅力を活かし、交流

人口拡大・地域の持続的発展に向け

た「にいがた棚田フォーラム」を設置

実

施

前

実

施

後

生産拠点Ａ

生産拠点Ｂ

生産拠点Ａ 物流拠点Ａ

生産拠点Ａ 物流拠点Ｂ 物流拠点Ｂ

物流拠点Ａ

共同化



令和７年度当初予算の重点施策
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意欲ある県内企業・生産者等による高付加価値化や、より高度なデジタル技術の導入等による業務の効率化・省力化につながる変
革と挑戦を後押しするなど、地域経済の好循環を実現します。

高い付加価値を創出する産業構造への転換高い付加価値を創出する産業構造への転換

県内産業の高付加価値化による地域経済の好循環の実現

官民連携地域創生推進事業新

● 新たに組成される官民連携ファンド（規模：30億円程度）を通
じて、本県の地域経済・社会の活性化につながる民間の長期投資
プロジェクトを資金面から後押し

『防災と言えば新潟』としての地位確立

ぼうさいこくたいプロジェクト新

● 本県で開催される「ぼうさいこくたい」※におい
て、防災産業の先進的な取組を全国にアピール

※ 防災推進国民大会（通称：ぼうさいこくたい）
… 内閣府等主催の国内最大級の防災イベント

避難所環境改善事業新

● 要配慮者も快適に使用可能な簡易トイレ、簡易ベッド等の
防災資機材の整備拡充

災害時の避難者支援システムの導入新

● スマホアプリでの避難所受付に加え、避難者支援を迅
速化するシステムを県・市町村が全国初の共同開発

県、
県内金融機関等 官民連携

ファンド

地域経済・
社会の活
性化

地域経済・
社会の活
性化

出資

分配
事
業
実
施

投資分野

観光、インフラ、
自然エネルギー、
医療、農業

県 民 避難所 県・市町村
災害対策本部

②避難者情報提供
③リアルタイム
情報共有①アプリ等へ

登録 ④情報に基づく
支援の検討

⑤迅速な支援の実施

「ぼうさいこくたい」の
ロゴ「Bちゃん」

意欲ある県内企業・人材等がチャレンジできる環境づくり

DX推進総合支援事業拡

● 本県における「DX認定」の中小企業の取得割合は全国５位

● 全国トップレベルのDX先進県を目指し、県内企業の「DX認定」
取得を支援

メディア芸術振興事業新

● 本県のアニメ制作会社やアニメ関連の教育機関の数は
全国でもトップクラス

● アニメで「選ばれる新潟」になるため、協議会を立上げ

投資

回収



令和７年度当初予算の重点施策
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多岐にわたる県のグローバル戦略（県産品輸出、インバウンド誘客等）に官民の関係者が連携して取り組むことにより、諸外国との
交流の拡大を通じて海外の活力を一層取り込み、ヒト・モノ・情報等が活発に行き交う日本海側の国際拠点としての新潟県を実現し
ます。

国際拠点化と戦略的な海外展開・交流促進国際拠点化と戦略的な海外展開・交流促進

諸外国との交流促進による海外成長市場の取込み

「佐渡島の金山」を核とした『オール新潟』観光推進

『オール新潟』で取り組むプロモーション

世界遺産を核とした誘客促進事業拡

● 国内外に向けた観光プロモーションの強化

クルーズ船佐渡プレミアムモデルツアー造成新

● 少人数向けプレミアムモデルツアーの造成

「佐渡島の金山」から始まる新潟の文化
観光推進事業

新

● 文化資源デジタルガイドブック等
の制作

世界遺産「佐渡島の金山」保存活用事業
拡

● 保存・活用の担い手確保、未来へ
の継承活動

【人材育成・基盤構築】【コンテンツ魅力向上】

『オール新潟』で取り組む「保存活用」と「稼ぐ」観光地域づくり

世界遺産を核とした観光客受入環境整
備事業

新

● 道路の利便性と安全性向上に資す
る対策

【インフラ整備】



令和７年度当初予算の重点施策
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新たに制定する「新潟県脱炭素社会の実現に関する条例」の下、地域の脱炭素化（再生可能エネルギーの利用の推進、省エネルギー
の推進による温室効果ガス排出量の削減、二酸化炭素の吸収及び貯留）及び経済の活性化を図り、現在及び将来の県民の健康で文
化的な生活の確保を図ります。

脱炭素社会への転換脱炭素社会への転換

脱炭素社会の実現

各部門における取組の推進

エネルギー供給部門 運 輸 部 門

業務・家庭部門 産 業 部 門

次世代型太陽電池実証支援事業新

● 本県の地域特性を踏まえた再生可能エ ネルギーの普及
促進のため、「ペロブスカイト太陽電池」等の実証試験に対
して支援

県内港カーボンニュートラルポート形成支援事業

● 港湾エリアでの脱炭素化に向け
た実証事業

中小事業者脱炭素経営支援事業拡

● 中小企業版SBT認定※の取得に向けた申請費用や、脱
炭素経営コンサルティング費用を支援

森林の吸収源対策

にいがた林業イノベーション推進事業新

● 森林組合の経営基盤の強化支援

● 施業の効率化に向けた集約化促進

※ SBT認定 … パリ協定が求める水準と整合する
温室効果ガス削減目標の認定

雪国型ZEH等の普及促進

● 雪国型ZEHの導入支援等



令和７年度当初予算の重点施策
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「暮らしのＤＸ」「産業のＤＸ」「行政のＤＸ」を柱として、県民目線のデジタル改革により、本県経済の持続的な発展と県民の幸福な
生活を実現します。

デジタル改革を通じた生産性向上や社会課題の解決等デジタル改革を通じた生産性向上や社会課題の解決等

デジタル化を通じた地域の生産性や利便性の向上

暮 ら し の Ｄ Ｘ

産 業 の Ｄ Ｘ 行 政 の Ｄ Ｘ

災害時の避難者支援システムの導入新

● スマホアプリでの避難所受付に加え、避難者支援を迅速
化するシステムを県・市町村が全国初の共同開発

多様で柔軟な学びの推進に向けた遠隔教育配信拠点形成事業拡

● 遠隔教育配信センターの設置準備

● 遠隔授業実施エリア拡大に向けた準備

スマート農業イノベーションによる「儲かる農業」の実現拡

● 全国でも最先端のスマート農業技術を展開するプ
ロジェクトを創出

● 超省力・超低コスト・超多収モデル等の実証

DX推進総合支援事業拡

● 全国トップレベルのDX先進県を目指し、県内企業
の「DX認定」取得を支援

防犯アプリ等を活用した街頭犯罪等の発生抑止新

● 地域の犯罪発生情報や防犯情報を県民に即時に提供す
るアプリを開発

不審者

交通事故

詐欺
新潟県警察マスコット

「ひかるくん・ひかりちゃん」

各種情報を
即時に提供

行政手続オンライン利用促進事業新

● 全国トップクラスのオンライン利用率を目指し、県
の行政手続をまとめたポータルサイトを構築



新潟県債について



県債残高の推移

※臨時財政対策債は、地方交付税の代替として発行する地方債であり、毎年度の地方公共団体の発行額は、国が決定（県に裁量なし）

（単位：億円）

臨時財政対策債通常債
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市場公募債の発行実績・計画

資金調達の多様化を図るため、今後も個別発行債、共同発行債を継続的に発行していきます

市場公募債
合計

共同債個別債

合計合計
20年債10年債

9月8月3月2月1月11月8月

1,200600600200200200平成27年度

1,200600600200200200平成28年度

1,200600600200200200平成29年度

1,200600600200200200平成30年度

1,200600600200200200令和元年度

1,200600600200200200令和2年度

1,200600600200200200令和3年度

1,18060058080100200200令和4年度

1,200600600200200200令和5年度

1,180600580200200180令和6年度

1,200 (予定)600 (予定)600 (予定)200 (予定)200 (予定)200令和7年度

注：共同債にはグリーン共同発行債を含む

― 令和7年度の個別発行債については、10年債を、8月に200億円発行し、 11月下旬・3月下旬に各200億円発行予定
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基金の状況

基金残高の推移

（単位：億円）

財政調整基金(交付税精算等対応分等）※2財政調整基金（財源対策的基金※1）
その他の特定目的資金
（満期一括償還債のための積立分を除く）

※１ 財源対策的基金
令和元年まで財政調整基金や県債管理基金の一部のほか、特定目的基金のうちの社会文化施設等整備基金や地域振興基金等、財源対策として充
当可能な基金を財源対策的基金として整理してきました。
令和２年度から上記基金を「財政調整基金」に整理・統合しています。

※２ 財政調整基金（交付税精算等対応分等）
決算余剰金（その年度における歳入と歳出の差額）を以下のとおり別区分で基金に積み立てることにより、将来の負担増に対応することとしています。
① 交付税算定上の税収を実際の税収が上回ったことに伴う後年度の地方交付税の精算等に対応するもの。
② 地方消費税の上振れに伴う翌年度の清算に対応するもの。

507 498 487 451 381 323 270 230 230 222 

246 258 285 309 

762 701 667 
578 

902 

523 

642 723 
886 889 

1,269 1,199 1,154 
1,029 

1,283 

846 

1,158 1,211 
1,401 1,420 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
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健全化判断比率等の状況

27

地方公共団体財政健全化法に基づく令和6年度決算に係る健全化判断比率については、法に規定する「早期健全化基準」及び「財政再

生基準」のいずれにも該当しませんでした。

一方、実質公債費比率は18%以上となり、起債許可団体に該当したため、令和元年度に前倒して策定した公債費負担適正化計画を着実

に実行し、公債費負担の抑制に取り組んでいきます。

健全化判断比率 （令和6年度）

資金不足比率 （令和6年度）

財政再生基準早期健全化基準本県

5.00%3.75%―実質赤字比率（%）

15.00%8.75%―連結実質赤字比率（%）

35.0%25.0%18.6%実質公債費比率（%）

―400.0%287.0%将来負担比率（%）

基幹病院事業病院事業
東港用地
造成事業

工業用地
造成事業

工業用
水道事業

電気事業港湾整備事業
流域

下水道事業

―0.0%――――――

病院事業会計において、資金不足が発生したものの、「経営健全化基準」未満であり、その他の公営企業会計については、資金不足は発

生していません。



債務負担行為の状況

28

（単位：百万円）

H15年度より発行している共同発行市場公募債の各県発行額に対する相互債務負担行為が発生していることから債務保証又は損失補

償に係わる債務負担行為は高い数値で推移しています。

実際に支出となる予定額は、「翌年度以降支出予定額」となります。

翌年度以降支出予定額債務負担行為限度額
債務負担行為の区分

令和6年度令和5年度令和4年度令和6年度令和5年度令和4年度

34,22736,86531,83152,33860,07848,570物件購入等に係るもの

01,25819811,905,55612,171,44312,484,428債務保証又は損失補償に係る
もの

00011,871,00012,135,00012,447,000うち共同発行債に係る
もの

39,18437,83736,28560,10865,25965,200その他

73,41175,96068,31412,018,00212,296,78012,598,197合 計



消費的経費
5,882 
53.7%

投資的経費
1,945 
17.8%

その他経費
3,121 
28.5%

人件費
2,305 
21.1%

補助費等
2,860 
26.1%

扶助費
96 

0.9%
物件費等

621 
5.6%

普通建設事業
1,817 
16.6%

災害復旧
128 

1.2%

公債費
1,635 
14.9%

その他
1,486 
13.6%

依存財源
5,924 
52.9%

自主財源
5,276 
47.1%

地方交付税
2,686 
24.0%

国庫支出金
1,686 
15.1%

県債
971 

8.7%
地方譲与税等

581 
5.1%

諸収入
1,025 
9.2%

県税
3,313 
29.6%

使用料・その他
938 

8.3%

総額1 投資的経費2 人件費3

令和6年度普通会計決算

29

決算フレーム

1兆948億円

（前年度比 ▲2.5%、 ▲280億円）

1,817億円

（前年度比 ▲10.9%）

普通建設事業費

2,305億円

（前年度比 ＋8.8%）

128億円

（前年度比 ▲5.2%）

災害復旧事業費

（単位：億円） （単位：億円）

歳 出

1兆948
億円

歳 入

1兆1,200
億円



公営企業会計決算（令和6年度）の状況

30

流域下水道
事業

新潟東港臨海
用地造成事業

基幹病院事業病院事業
工業用地
造成事業

工業用水道
事業

電気事業

12,870585,25474,2801,3942,19115,014収 入
収
益
的
収
支

11,834206,49978,8865702,2856,719支 出

1,03738▲ 1,245▲ 4,606825▲948,295収 支 差

5,82702,5785,3090731,191収 入

資
本
的
収
支

1,56609581,696001,060企 業 債

8,51602,6348,2694418938,813支 出

2,54201,6266,1953171481,736企業債償還金

▲ 2,6890▲ 56▲ 2,960▲ 441▲ 819▲ 7,622収 支 差

（単位：百万円）



公営企業会計決算財務諸表（令和6年度）
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（単位：百万円）

流域下水道
事業

新潟東港臨海
用地造成事業

基幹病院
事業

病院事業
工業用地
造成事業

工業用水道
事業

電気事業

163,9592,50348,40271,9228,67718,95267,915資産合計

資産の部

貸
借
対
照
表

158,3702,44844,59061,3687,28013,67042,203固定資産

5,589553,81210,5541,3975,28225,711流動資産

145,38835050,40280,1348,5627,16720,216負債合計

負債の部
28,716040,32849,5144382,54112,858固定負債

4,3283503,75017,1508,1235255,170流動負債

112,34506,32413,47014,1022,189繰延収益

18,5702,153▲ 2,000▲ 8,21211511,78547,699資本合計

資本の部 717848028,98958,66830,272資本金

17,8531,305▲ 2,000▲ 37,2011103,11717,407余剰金

4,326566259,2106021,42313,482営業収益
営業収支

損
益
計
算
書

10,696205,88074,9255641,7665,364営業費用

▲ 6,37036▲ 5,817▲ 15,71538▲ 3438,118営業損益

8,09725,18514,947792264178営業外収益
営業外収支

82205803,838524150営業外費用

90538▲ 1,212▲ 4,606825▲1038,146経常損益

000303603特別利益
特別収支

00180041486特別費用

90538▲ 1,230▲ 4,603825▲1578,064当年度純損益



（関連情報）

本県のホームページから下記の情報にアクセスできます。

32

新潟県行財政基本方針に基づく取組
https://www.pref.niigata.lg.jp/site/gyouzaisei-policy/検 索

新潟県の当初・補正予算
URL https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/zaisei/1278024878254.html検 索

新地方公会計制度による財務諸表について
URL https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/zaisei/1331845310468.html検 索
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おわりに

本資料でお示ししました将来の見通し・予測は、新潟県として、現時点で妥当

と考えられる範囲で示したものであり、確実な実現を約束するものではありま

せん

お問い合わせ先

〒950-8570 新潟市中央区新光町4番地1

新潟県 総務部 財政課 資金・決算担当

TEL  025 – 280 - 5038

E-mail ngt010040@pref.niigata.lg.jp 

新潟県庁新潟県庁


